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私たちは，現行の交通基本法案ではわが国の交通の問題点を解決するには不十分であると考え，わが国交通政策の改革のために早急に取り組むべき事項を2010/3/2に提案致しました．これらの意見に対して，国土交通省は「交通基本法の制定と関連施策の充実に向けて－中間整理－」を公表したわけですが，その内容には大きく失望しました．なぜなら，
１．交通基本法という，わが国交通政策全般に係る法律にも係わらず，移動権，環境，地域という一部の分野に偏った整理しかなされていないこと，
２．寄せられた個々の意見には回答しないとされていたものの，私たちが提出した意見も含め，わが国の今後の交通のありかたを左右する交通基本法案に対する根本的な意見が多数提出されていることは，整理された主要な論点表からも明らかであることから，それらに対する国土交通省の考え方を表明することが必要であったこと，
が挙げられるからです．
そこで，交通基本法の制定と関連施策の充実に向けて，下記の意見を再度提案致しますが，私たちの意見も含め，わが国交通政策の根幹に係る意見に対しては国土交通省としての考えを整理して早期に国民に公表することを求めます．
１．交通基本計画がわが国の交通施策に関する最も基本的な計画であることを位置付けるとともに，その理念を明確にする必要がある．このため，交通基本法に，
1)交通基本計画は，わが国の基幹的な交通網の形成に係る基本的な計画であり，交通についての基本理念に基づき，各交通手段間の連携の推進により効率的な交通網を形成することを旨として作成することを明記するべきである．（該当箇所：第十四条）
2)交通基本計画は，交通情報の適切な取得とそれを活用した高度な交通分析に基づき，既存施設の有効活用を図りつつ交通に係る技術革新に考慮して作成することを明記するべきである．（該当箇所：第十四条）
２．国が策定する交通基本計画との区分を明らかにするため，都道府県交通計画，市町村交通計画の理念を明確にする必要がある．このため，交通基本法に，
1)都道府県交通計画，市町村交通計画は，当該都道府県，市町村の区域内において最低限の交通サービスの提供に配慮しつつ，円滑な移動を確保するための基本的な交通計画であることを明記するべきである．（該当箇所：第十五条および第十六条）
2)都道府県交通計画，市町村交通計画は，それぞれ都道府県，市町村の区域における土地の利用，整備及び保全に関する計画と調和が保たれたものでなければならないことを明記するべきである．（該当箇所：第十五条および第十六条）
３．個々の交通施設の整備や既存の交通施設の有効活用に係る計画については，交通基本計画，都道府県交通計画，市町村交通計画に基づいて策定し，公表するものとする．（該当箇所：第二章）
４．個々の交通施設の整備や既存の交通施設の有効活用に係る計画の策定にあたっては，住民との合意形成を図ること，及び合理的な手続きを踏むことを義務付けるべきである．（該当箇所：第二章）
５．貿易立国のわが国が国際競争力を強化していくためには，物流に係るコストを縮減することが極めて重要である．このため，交通基本法において，交通についての基本理念の一つに「物流の効率化」を追加するべきである．（該当箇所：第一章）
６．交通についての基本理念に物流の効率化を追加することに併せ，交通に関する基本的施策に，物流の効率化に関する施策を追加する必要がある．このため，交通基本法に，
1)大量の国際貨物を取扱う中枢的な国際港湾，国際空港の近傍においては，陸上交通施設との接続性の向上，都市交通と貨物輸送との分離等，物流の効率性の向上とこれによる環境負荷の低減を促進するための施策を特に講じる必要があることを明記するべきである．（該当箇所：第三章第一節）

2)国際物流において効率的でシームレスな交通網を形成するため，複数国で活用可能な物流車両やそれらが通行する幹線道路の構造基準の統一化等，国際的な連携を促進することを明記するべきである．（該当箇所：第三章第一節）

７．港湾・空港の国際競争力を強化するため，中枢的な国際港湾・国際空港について，広域的一元管理，国の政策の適切な反映，及び経営マインドの発揮を旨として，管理制度を抜本的に見直すことを明記するべきである．（該当箇所：第三章第一節）

８．交通分野で低炭素社会の実現に貢献するため，交通に関する基本理念（第五条）に地球温暖化対策に資する旨を併記すべきである．（該当箇所：第五条）

９．環境負荷の低減に資する鉄道，内航海運への転換を一層促進するため，交通基本計画の理念に「各交通手段間の連携の推進」を明記する（本意見1の１）参照）とともに，交通基本計画は地球温暖化対策に関する基本的な計画（地球温暖化対策基本法案第十一条）と整合をとって定めなければならないことを規定するべきである．（該当箇所：第十四条）

１０．わが国の国土条件や事業者の経営基盤を勘案すると，市場メカニズムのみでは，鉄道，内航海運への転換を促進することは困難である．このため，交通基本法において，交通に関する基本的施策（第三章）に，鉄道，内航海運が道路運送と同等の競争条件を保持するよう施策を講じることを明記するべきである．（該当箇所：第三章）
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